別紙
中小企業等協同組合法等の一部改正に係るセミナー開催目的
平成１８年５月１日｢会社法施行に伴う関係法律の整備等に関する法律｣が施行、平成１９年４月１日には｢中小企業等協同組合法等の一部を改正する法律｣も施行、中小企業組合制度が大きく改正されました。
これにより｢中小企業等協同組合法｣に規定する『事業協同組合・連合会』『事業協同小組合』『火災共済協同組合・連合会』『信用組合』『企業組合』、｢中小企業団体の組織に関する法律｣に規定する『商工組合・連合会』『協業組合』、｢商店街振興組合法｣に規定する『商店街振興組合・連合会』及び｢生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律｣に規定する『生活衛生同業組合』の運営方法が大きく変わり、改正法の内容をご理解いただき、組合各位におかれましても場合によっては定款変更を伴う事項もあり、適切に対応していただく必要がございます。

本会におきましては、施行されました改正組合法等の周知を図ることを目的に、今年度もセミナーを開催することといたしました。

具体的な改正点の概要

	Ⅰ　一般組合が対応しなければならない改正点(一般組合改正点)

１．役員(理事・監事)の任期の変更

理事の任期｢３年以内｣→｢２年以内｣、監事の任期｢３年以内｣→｢４年以内｣

(組合定款が未変更の場合、定款変更が必要(監事の任期を｢３年以内｣→｢４年以内｣にする場合も含む)。)

２．理事による利益相反取引の制限

３．役員の資格要件(欠格要件)の創設

４．監事の権限拡大、監事の権限限定と組合員の権限拡大

５．決算関係書類等の作成・手続の明確化

６．会計帳簿等の保存の義務化、会計帳簿の閲覧請求要件の緩和

７．施行規則に基づく決算関係書類、事業報告書、監査報告の作成

８．軽微な規約等の変更の場合の総会決議の省略

９．理事、監事ごとの役員報酬の設定

10．共済事業に関する定義の創設

	Ⅱ　大規模組合が対応しなければならない改正点(大規模組合改正点)

(大規模組合→事業年度開始時において組合員数が１，０００人を超える組合)

上記｢Ⅰ｣に追加して、

１．監事の権限拡大の義務化

２．員外監事選任の義務化

３．余裕金運用の制限

４．その他

	Ⅲ　一般共済組合が対応しなければならない改正点(一般共済組合改正点)

上記｢Ⅰ｣に追加して、

１．共済事業に関する定義の創設

２．共済規程の作成と認可

３．共済事業実施に係る諸規制

(共済事業と他の事業との区分整理、経費賦課の禁止、責任準備金等の積立て、余裕金運用の制限、外部監査の導入、共済経理人の選任・関与、重要事項の説明義務、業務・財務に関する説明書類の公衆縦覧、共済代理店規制の整備、教細菌学の削減・共済掛金の追徴に関する事項の定款への記載、員外利用に関する定義の見直し)

	Ⅳ　大規模共済組合が対応しなければならない改正点(大規模共済組合改正点)

上記｢Ⅰ｣｢Ⅱ｣｢Ⅲ｣に追加して、

１．名称中への一定の文字使用の強制

２．兼業禁止

３．財務の健全性基準の導入

４．最低出資金の導入


